
図 1  震度 6 強エリア地震被害結果

(a) 耐震診断実施住宅 (b) 耐震改修実施住宅
図 2  地震動による損害率曲線 図 3  損害割合確率的評価手法
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式 (7)

建物被害認定調査に基づく被害区分を用いた耐震改修促進ツールの提案
		

木造住宅	 地震実被害	 被害認定調査

資産運用 費用対効果 耐震改修

Proposal of Tools for Promoting Aseismic Reinforcement on usig the 
Damage Classification of Building Damage Investigation System

SHIMIZU Masahiro, IDOTA Hideki, 
HANAI Tsutomu, MORI Yasuhiro

1. 序
　木造住宅の耐震化を建物所有者の視点で考えると耐震

改修の費用や地震時の補修費用が生じ，被害に応じて支援

金を受けることになるため，経済面に関する地震リスク情

報が重要となる．ここで地震リスクの評価には悉皆調査

等で得られた建物の損傷度 1) を用いて評価することが多い

が，損傷度の指標は建物外部の損傷具合を評価する指標で

あるため，経済面に関する地震リスクを評価する事が出来

ない．そのため経済的損失量を調査する被害認定調査 2) を

基に資産的立場に立った地震リスク評価が必要となる．

　本研究では被害認定調査を基に建物所有者の経済性を

守るという観点から木造住宅の地震リスク評価を行い，耐

震改修促進ツールを提案することを目的とする．

2. 被害関数の設定

　地震リスク評価には，住宅の耐震診断評点（以下，評点）

と地震動の大きさと建物被害認定調査の被害区分（以下，

被害区分）の関係を明らかにする必要があるため，地震被

害把握のため被害調査を実施する．

2-1　熊本地震被害調査

　2016 年に発生した熊本地震を対象に被害調査を実施し

た．熊本地震は耐震改修の補助金制度が本格的に運用さ

れ，その実績が蓄積されて以後初めて大規模な被害をもた

らした地震である．そのため住宅一件ごとに評点と地震動

の大きさと被害区分の関係を確認する事ができる．熊本

市で耐震診断を実施した住宅（耐震改修は行っていない）

338 棟の罹災結果と熊本市で耐震改修を実施した住宅 116
棟の地震被害結果の整理を行った．熊本地震の地震動の大

きさは防災科学研究所 3) が公開している震度マップを用い

るとし，図 1 に震度 6 強エリアの地震被害結果を示す．

2-2　損害割合評価式の設定

　熊本地震の被害結果を用いることで，被害区分の判定基

準となる損害割合 2)ELの評価式（以下，損害率曲線）を

設定する．震度ごとに各評点間で損害割合の平均値 ELμ と

変動係数 ELCV を算出する．ここで罹災結果無しの住宅は

熊本市の罹災証明書の申請状況 4) を参考に被害区分を推定

した．損害率曲線はワイブル分布の累積確率分布で表現

するとし，地震被害結果を基にワイブル分布の形状母数 m
と尺度母数 η を回帰分析により評価する．

地震被害のばらつき ELCV は，地震被害結果を基に次式で

評価する．

　数値解析を簡便に行うため，震度 Iに対する形状母数

m(I) と尺度母数 η(I) について，回帰分析により得られた

次式で近似評価する．

式 (1),(3),(4) を用いる事で震度別に損害率曲線が求まる．

図 2 に震度別の損害率曲線を示す．

3. 建物所有者向け耐震改修促進ツールの提案

3-1　地震リスク評価モデルの設定

　地震時に生じる住宅の損害割合 ELの評価には 2 章で設

定した損害率曲線を用いる．

　地震ハザードは地震研究推進本部 5) が公開している全て

の地震を考慮した 2018 年からの 30 年超過確率を用いると

し，地震動の 30 年最大値の確率分布関数 PI が対数正規分

布に従うと仮定して評価する．

　耐震改修の工事費用 Cu は熊本市で耐震改修を実施した

住宅の工事費用を基に住宅の床面積 Aと耐震改修による
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図 4  耐震改修促進ツール
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　地震のときに受けるであろう被害の大きさは、地震の大きさと評点の関係から決まります．この関係を示したのが上

の耐震改修チャート表です . 表の中の数字はその住宅の評点を表しています．

　評点 0.4 の住宅を例に表の読み方を説明しましょう．表の中の記号　　の位置が，地震の大きさとなる震度とそのと

きに発生するであろう被害の関係を示しています．例えば震度 5弱であれば一部損壊程度の被害となり，震度 5強・6弱・

6強では半壊程度の被害となることが分かります．震度 7では全壊の被害となり住宅の建て替えが必要になってきます．
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※人命損失リスクを考慮する場合，想定被害に応じて地震被害額に以下の係数を乗する．全壊＋：1.5, 全壊：1.2

【地震被害額】

　耐震改修チャート表を用いて，地震の大きさと被害関係

をある程度理解いただけたと思います．チャート表では被

害区分別でしか被害額を示していませんが，住宅の評点を

上げて住宅を強くするほど地震の被害は軽減され、経済面

においてもその効果は表れてきます．

　　　を例に説明しましょう．震度 7では 1400 万円程の

被害額が地震時には発生します．評点を上げることにより

徐々に被害額は軽減され，　　において震度 7では 900 万程

にまで軽減されることが分かります．

【一般改修】

住宅全体の判定値を 1.0 以上にする工事（0.3 以上判定値が加算）

【段階的改修】

1段階目…住宅全体の判定値を 0.7 以上 1.0 未満にする工事

2段階目…住宅全体の判定値を 1.0 以上にする工事

耐震改修工事費の 4/5 以内で，以下の金額まで
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増分評点量 Δxを用いて次式で評価する．

地震時に住宅が被害を受けた場合に生じる補修額 Zは文

献 6) を参考に次式で評価する．

ここで全壊時（EL≧ 0.5）は 133 万円の解体費用と 1800
万の建て替え費用がかかるとする．

　各自治体では耐震改修の補助制度および地震時の被災

者支援制度を設けている．耐震改修の補助金制度は各自治

体により定められており，地域別に評価モデルを設定す

る．被災者に対する支援制度は文献 7) を用いて設定する．

3-2　地震リスク評価手法

　評点 xの住宅が震度 Iの地震動により損害割合 ELとな

る確率 PEL は式 (1),(2) を基に式 (7),(8) で評価されるとし，

図 3 に損害割合の確率的評価手法を示す．

ここで f(EL,ELμ,ELσ) は平均値 ELμ，標準偏差 ELσ の対数正

規分布の確率密度関数を示す．

　地震時に生じる経済的損失額の評価手法を示す．評点

xの住宅が震度 Iの地震動に襲われた時に生じる損失額 Bt
は式 (6),(7) を用いて次式で評価する．

ここで，Sは被災者支援制度に基づく支援額を示す．

　震度 Iの時の損失額 Bt にその震度の発生確率 PI を乗じ ,
震度 Iで積分する事で地震ハザードを考慮した損失額の期

待値 BT を算出する .

　地震時に生じる損失額の期待値 BT と耐震改修の工事費

用 Cu の合計が建物所有者の総負担額の期待値 Bとなる．

耐震改修前後の評点において総負担額の期待値 Bを比較

する事で地震リスクの低減効果を評価する．

3-3　耐震改修促進ツールの提案

　3-2 章の評価手法を基に建物所有者向けの耐震改修促進

ツールを提案するとし，図 4 に示す．評点と被害区分の関

係を震度階ごとに示すとともに，被害に応じた損失額と

支援制度を関連させる事で地震時の経済的被害がイメー

ジしやすくなる．また耐震改修の効果を建物所有者が負

担する費用の軽減量で示す事で経済面を考慮したうえで，

耐震改修における意思決定をすることができる．

　これらの情報は耐震改修を決断するうえでの重要な情

報となり，今後の耐震改修促進に期待できる．

4. 結
1) 評点と被害区分の関係を震度階ごとに示すことで住宅

の地震に対する危険性を示すツールを提案した．

2) 耐震改修の効果を建物所有者が負担する費用の軽減額

で評価することで，経済性を守るという観点から地震

リスク低減効果を確認できるツールを提案した．
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